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 「日本人は勤勉」では済まない

　厚生労働省の資料（図 1）によれ

ば，今や，企業の99％は65歳まで

働くことができる措置を実施済み

となっています。そして，65歳

以降も働くことができる企業数も

全体の 4分の 3を超える76.8％に

達しています。さらに，70歳以

降も働くことのできる企業も若干

ながら漸増傾向が続いています。

　当事者の意識を見ると，2013年

と少々古いものですが内閣府の調

査があり，それによると高齢者は

65歳までの就労ではなく，全体

の65.9％が70歳あるいはそれ以上

まで働きたいと考えています。調

査から10年が経過した2024年の

現在，筆者の実感では，70歳を

超えて働き続けたいと願う割合は

さらに引き上がっているように思

えてなりません。

　いくつになっても働き続けたい

と思うのは，「日本人は勤勉なの

だ！」という古くから言われてい

る固定観念によるものではなく，

やはり経済的理由が一番大きいと

思います。労働政策研究・研修機

構（JIL）の調査によれば，65歳以

上の女性を除けば，就労目的のト

ップは「生活の糧を得るため」とな

っています。もっとも「いきがい」も

次いで高いパーセンテージであると

ころを見ると，やはり日本人は勤勉

な国民なのかもしれませんが…。

 年収ダウンは必然だったが

　一方で60歳以降の継続雇用の

実態を見れば，前月号でも触れた

ように60歳直前の年収に比べると

ダウンすることがほぼ当然のよう

になっています。同じJILの調査に

よれば60歳時点での年収を100と

した場合の61歳の労働者の年収は，

全企業の 8割以上でダウンしてい

ます。60歳からの継続雇用制度は

もとより，65歳定年制の企業でも，

65歳までの雇用確保措置を講ず

ると同時に60歳前後での年収引

き下げを制度化しています。

　この人事制度は筆者の記憶では，

65歳までの雇用確保が盛り込ま

れた改正高年齢者雇用安定法が施

行された2013年までに企業に人事

制度として導入されました。当時，

60歳でリタイアいただけた高齢社

員が65歳まで継続就労させなけ

ればならなくなるという法対応と，

一方で組織の活性化のためには社

内若返りの動きを停滞させてはな

らないという経営からの要請をと

もに実現させ，人件費という企業

で最も巨額の経費をコントロール

するには，60歳到達時点での年収

ダウンの制度導入は企業にとって

は必然と思える人事施策でした。

 変容する政府の姿勢

　しかしながら，政府の姿勢はす

でに大きく変わっています。高年

齢雇用継続給付金という助成金が

あります。人事の方々にはお馴染

みのものなのかもしれません。60
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○ 65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施している企業は156,607社，
割合は99.8％となっている。

○ 希望者全員が65歳以上まで働ける企業は120,596社，割合は76.8％
となっている。

○ 70歳以上まで働ける企業は40,515社，割合は25.8％である。

資料出所：厚生労働省「高年齢者の雇用状況」集計結果（平成30年）
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図 1　高年齢者雇用確保措置の実施方法
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歳以後の賃金が60歳時点の賃金

額の75％未満となった状態で雇

用を継続される高年齢者に対して

賃金の15％相当の給付金が支給さ

れる制度です。60歳以降に雇用

される場合，年収ダウンは当然と

して，それを国民福祉の観点から

政府が下支えする制度です。この

給付率，すでに2025年度からは

15％から10％に引き下げられる

ことが決定済みとなっています。

　このあたりについて，厚生労働

省内の議論を時系列で整理すれば

以下のようになります。

　2012年の雇用保険部会報告書で

は，「高年齢者雇用確保措置の義務

年齢が2013年度から65歳まで引

き上げられるが，高年齢雇用継続

給付は，実態として労使間で広く

定着し，高年齢者の雇用促進に重

要な役割を果たしているのが現状

である。こうした現状を踏まえ，

雇用と年金の接続に資する観点も

考慮し，高年齢雇用継続給付は当

面の間は存置することとし」とあ

ります。それが，その後2013年，

2015年，2017年，2018年と「今

後の高齢者雇用の動向や社会経済

情勢等を勘案しつつ，引き続き中

長期的な観点から議論していくべ

きである」と変化しました。

　2019年に大きく変わります。

「2025年度には継続雇用対象労働

者の限定に関する経過措置が終了

し，60歳以上65歳未満の全ての

労働者は希望すれば継続雇用制度

の対象者となる。（中略）働き方

改革関連法等により，今後，高年

齢労働者も含め，雇用形態にかか

わらない公正な待遇の確保が求め

られていくこと」になるとし，「雇

用継続給付としての高年齢雇用継

続給付については，段階的に縮小

することが適当である」と初めて

舵を切りました。

　しかしながらこのタイミングで

自社の高齢者の年収ダウンの仕組

みを振り返ろうとする企業はほと

んどありませんでした。最近の厚

生労働省審議会では，“縮小”ど

ころか“全廃”という意見も珍し

くなく，この動きに企業はまだ対

応していないように思えます。

 成果に応じた処遇に向けて

　さて，高齢者を労働力という視

点で長期的に捉えてみましょう。

図 2は総務省の調査結果です。高

齢者人口も2030年3,716万人から

65年3,381万人と335万人減少と

なっているものの，人口全体の減

少はそれ以上に大きく，結果とし

て65歳以上の人口における比率

は2018年28.1％，30年31.2％，65

年38.4％となっており，このトレ

ンドからも元気な高齢者に就労し

続けていただくことは日本経済を

支えるための必要な要件となって

くると考えます。

　多くの日本企業はよく我が社は

すでに終身雇用ではなく，また年

功的な賃金体系でもないと主張し

ていますが，各種賃金統計を見れ

ば，今でも明らかな年功的な賃金

となっています。また多くが60

歳時点で，65歳までの継続雇用の

際に年収をダウンさせる制度を導

入している実例こそ，正社員の賃

金体系が年功的であることの証明

ではないでしょうか。

　改正高年齢者雇用安定法は2021

年から施行されていますが，70歳

までの雇用確保措置は現状努力義

務です。努力義務とされている今の

うちに，政府の基本方針である「高

年齢労働者も含め，雇用形態にか

かわらない公正な待遇の確保」と

いう原点に立ち返り，企業に貢献で

きる可能性のある人材には年齢と

関係なく相応の役割を与え，それぞ

れ，その時々の成果に応じて処遇を

弾力的に調整できるような機能を

持つ賃金体系を構築し始めるタイ

ミングに今の日本企業は直面して

いるように思えます。この機会を逃

すべきではないと筆者は考えます。
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（出所） 総務省「人口推計」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推
計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口），厚生労働省「人口動態統計」

図 2　今後の人口構造の急速な変化
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